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タウンミーティング・三郷地区運営委員会 
       平成 20 年６月７日（土）午後５時～ 

 

□ 守口市の財政再建について 
 

守口市では、これまで「行財政改革大綱」「第二次行財政改革大綱」「財政危機

対策指針」をもとに、各種の事務事業の見直しなどを計画的に実施してきました。 

しかしながら、景気の低迷等による市税収入の落ち込みなど、ますます厳しく

なる財政状況の中で、これまでの行政水準を維持し、さらに少子高齢化、生活環

境の改善など多様化する行政課題に対応するためには、これまで以上に行財政運

営の効率化を図る必要があり、平成１８年３月に「財政危機対策指針（改定版）

〔集中改革プラン〕」策定、公表し、現在取り組んでいるところであります｡ 

しかしながら、平成１９年６月に可決成立された「地方公共団体の財政健全化

に関する法律」では、平成２０年度決算額により一般会計のみならず特別会計、

公営企業、第三セクター等も連結し財政の健全化・再生計画の策定を義務づける

とともに、市の意思を確定させるため議会の議決を経なければならないとされて

います。 
そこで、市では「地方公共団体の財政健全化に関する法律」に基づく財政再生

団体への転落を避けるため。新たに国民健康保険事業の再生策を追加するととも

に、一般会計においては「財政危機対策指針における見直し項目を拡充し、さら

なる見直しを進めるため『早期健全化団体適用防止計画（財政危機対策指針〔第

２次改定版〕』を平成２０年２月に策定しました。 

なお、現在、平成１9 年度の決算見込み等の状況からさらなる見直しについて、

検討をすすめています。 

 

 

・目標 ・・・・・・ 実質赤字比率、連結実質赤字比率を早期健全化団体・財政

再生団体適用基準以下にする。 

・進行管理 ・・・毎年度四半期ごとに取組状況や達成状況を調査し計画の進

行管理を行う。 
 

 

・地方公共団体の財政健全化に関する法律の判断指標（比率） 

① 実質赤字比率 

② 連結実質赤字比率（全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比率） 

③ 実質公債費比率 

④ 将来負担比率（公営企業、出資法人等を含めた普通会計の実質的負債の標

準財政規模に対する比率） 
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□ 早期健全化団体等適用防止計画の主な内容 
     

☆ 一般会計 

・ 人件費の見直し 

○ 市長退職手当の見直し（50％削減）、市長の地域手当の廃止 

○ 職員給料の見直し 

○ 人員配置の適正化（新規採用職員の抑制、退職者増減による修正） 

○   〃     （定員適正化計画の見直し）   

H17･4･1 全会計職員(1,397 人)⇒H24･4･1 全会計職員(1,068 人)△329 人（△23％） 

○ 互助会負担率の変更  

○ 健保負担率の変更 

○ 住居手当等の見直し 

                            

・ 事務事業の見直し 

○ 公共下水道事業に対する一般会計繰出金の見直し 

○ 国民健康保険事業に対する一般会計繰出金の見直し 

○ ごみ処理施設建設基金の創設 

○ 公民館・保育所・母子生活支援施設・幼稚園・小中学校のあり方を検討 

○ 児童クラブ事業（放課後児童健全育成事業）の見直し 

○ 鎌倉峡キャンプ場の見直し 

○ 未利用地に係る公債費の減 

○ 退職手当債発行による公債費の増 

○ ＥＳＣＯ事業の導入を検討 

 

・ 建設事業費の見直し 

○ 事業の選択と集中によるさらなる見直し 

 

・ 未利用地等市有財産の活用 

○ 旧土居小・藤田中用地の活用 

○ 旧し尿処理場・勤労青少年ホーム用地の活用 

○ 遺贈地（高瀬町）の活用 

○ 公社保有地（西郷通）の活用 

 

・ 歳入の増加に向けた取組み 

○ 市税徴収率の向上（目標：９５.０％） 

○ 本庁南側駐車場の有料化 

○ ネーミングライツの導入（公共施設への命名権の企業等への売却） 

市民球場、市民体育館、生涯学習情報センター等 

○ 児童クラブ事業の見直し（受益者負担の導入） 
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・ 職員の退職手当の平準化 

○ 退職手当債の活用（Ｈ２０～２１年度） 

（⑳予算 14 億 5 千万円、○21計画 22 億 9 千万円） 

 

 

☆国民健康保険事業会計 

・ 国保財政の健全化に向けた取組み 

○ 保険料の収納率向上〔現年分〕（徴収体制の強化を図りながら目標収納率を設定） 

 （目標：９０.０％） 

○ 賦課対策（保険料独自減免措置）の見直し、所得把握の強化 

○ 収納対策（口座振替の推進、コンビニ収納の実施、コールセンターへの電話催告

委託）  

○ 滞納対策･･･納付相談の強化（短期証、資格証明書の活用）、悪質滞納者への差押

等処分強化 

○ 医療費の適正化（レセプト点検の強化等） 

○ 資格の適正化 

 

 

 

 健全化法の４指標の基準値と    

守口市の試算値 
      （単位：％） 

指 標 基 準 値  
平成 18 年度決算に

よる守口市試算値 

早期健全化 11.25～15.0  8.5 
実質赤字比率 

再  生 20.0     

早期健全化 16.25～20.0  17.8 
連結実質赤字比率 

再  生 30.0     

早期健全化 25.0   13.1  
実質公債費比率 

再  生 35.0     

早期健全化 350.0   225.0  
将来負担比率 

再  生 －    
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＜メ モ＞ 

 


